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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交

付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主

の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律

でお送りいたします。

第19回定時株主総会その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制

及び当該体制の運用状況の概要

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表
第19期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社



2024/05/28 11:15:15 / 23069511_ジェイ・エスコムホールディングス株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

・取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

は以下のとおりです。

（1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

① 当社は、株主の皆様や取引先に対する企業価値向上を経営上の基本方

針とし、その実現のため、内部統制システムに伴いコンプライアンス規

程を制定・施行し、取締役並びに従業員が法令・定款等を順守すること

の徹底を図るとともに、リスク管理規程を制定し、リスク管理体制の強

化にも取り組む等、法令順守に努める。

　また、取締役会において､定期的なリスク評価会議を開催し､当社グル

ープのリスク項目の識別及び評価､並びにリスク対応策の決定を行う。

② 業務管理統括本部内にコンプライアンス事務局を設置し、内部統制シ

ステムの構築・維持・向上を推進するとともに、コンプライアンス体制

の整備、強化を図るものとする。

③ 反社会的勢力との関係を排除するとともに、行政等とも連携を取りな

がら当社グループ組織全体として毅然とした態度で対処する。

（2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

　取締役の意思決定又は取締役に対する報告等、取締役の職務の執行に

係る情報については、情報管理規程のほか、文書の作成、保存及び廃棄

に関する文書管理規程に基づき、適切な保存・管理を行う。

（3) 損失の危険に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティに係るリス

クについては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、

研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的リ

スク状況の監視及び全社的な対応は業務管理統括本部が行うものとす

る。但し、新たに生じたリスクについては、取締役会において、速やか

に対応責任者となるべく取締役を定める。

（4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会については、取締役会規程に基づきその適切な運営を確保す

るため、月１回の定例開催を原則とし、その他必要に応じ随時開催する

等、取締役間の意思疎通を図るとともに、相互に業務執行を監督する体

制を引き続き維持強化する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

② 当社の経営戦略等の重要事項の意思決定のプロセスは、十分な議論を

重ね、その審議を経て執行決定を行うものとする。

③ 取締役会は、取締役、職員が共有する全社的な目標を定め、業務担当

取締役は、その目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分

配、意見決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定

め、ＩＴを活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を

促すことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築

する。

（5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

① 当社が定めるコンプライアンス規程は、当社グループ共通の行動指針

であり、これを基本としてグループ各社で諸規程を定めるものとする。

② 当社グループの経営管理については、セグメント別の事業に関して責

任を負う取締役を任命し、法令順守体制、リスク管理体制を構築する権

限と責任を与えており、業務管理統括本部はこれらを横断的に推進し管

理する。

（6) 監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事

項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役を補助すべき使用人については、必要に応じ内部監査室がこれ

を補う体制とし、そのために必要な人員を配置する。

② 監査役を補助する使用人の任命、解任、人事異動、人事評価、懲戒等

に関しては、監査役会の同意を得た上で決定するものとする。

（7) 監査役への報告に関する体制及び報告をした者が当該報告をしたことを

理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

① 取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び

子会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況などの内容を速

やかに報告する。また監査役は必要に応じて取締役又は使用人に対して

業務の執行に関する報告を求めることができる。

② 監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な

取扱いを受けないことを確保する体制とする。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

（8) 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　監査役はその職務の執行について必要と認められる費用を予め当社に提

示するものとし、当社は当該監査役の職務の執行に必要でないと認められ

た場合を除き、当該費用を負担する。

（9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役監査規程及び監査役会規程を定め、監査役の監査が適正かつ円

滑に行われるための環境を整備するよう努める。

② 取締役との意思疎通を図る体制を整備するとともに、会計監査人及び

内部監査室とも連携し、相互に補完あるいは牽制する関係を構築するも

のとする。

・業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

（1) 職務執行の適正について

　取締役会は、社外取締役２名を含む取締役５名で構成し、社外監査役３

名も出席しております。取締役会は毎月定例の開催のほかに必要に応じて

随時開催し、経営の基本方針や法令で定められた事項、その他経営に関す

る事項を決定しております。

（2) コンプライアンスに対する取組みの状況について

　業務管理統括本部内に設置したコンプライアンス事務局において、コン

プライアンス規程に従い取締役及び従業員が法令･定款等を順守すること

の徹底を図るために、コンプライアンスに関する教育を実施しておりま

す。

（3) リスク管理体制について

　取締役会において定期的なリスク評価会議を開催し、当社グループのリ

スク項目の識別及び評価並びにリスク対応策の決定を行い、当該決定及び

リスク管理規程に基づき従業員に対してリスク対応に関する周知、徹底を

図っております。

（4) 当社グループにおける業務の適正について

　当社子会社の経営管理につきましてはグループ共通規程を定めるととも

に、セグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、業務管理統

括本部において横断的に管理しております。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

（5) 監査役監査について

　監査役会は、社外監査役３名で構成しており、１名の常勤監査役が中心

となり定例監査役会を四半期毎に開催するほか内部監査室及び会計監査人

との連携を緊密にし、取締役の職務の執行を充分に監視及び監査する体制

となっております。また、内部監査室と協力し、稟議書等を閲覧すること

により、監査の実効性の向上を図っております。

＜ご参考＞

（1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、グループの経営理念である「すべてのステークホルダーの皆様

に高い満足度を提供する」ことを目標として、グループ全体の持続的な成

長と企業価値の向上を目指しております。その実現のために、コーポレー

ト・ガバナンスを経営上の重要な課題に位置付けており、監督機能の強化

と意思決定の迅速化を図ることによりコーポレート・ガバナンスの強化に

努めてまいります。

（2) コーポレート・ガバナンスに係る基本方針

① 当社は、株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとと

もに、株主がその権利を適切に行使することができる環境の整備に努め

ます。

② 当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出は、様々な

ステークホルダーによるリソースの提供や貢献の結果であることを十分

に認識し、これらのステークホルダーとの適切な協働に努めます。

③ 当社は、法令に基づく開示を適切に行うとともに、法令に基づく開示

以外の情報提供にも主体的に取り組みます。

④ 当社の取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、独

立した客観的な立場から経営陣に対する実効性の高い監督を行うことを

はじめとする役割・責務を適切に果たします。

⑤ 当社は、株主総会の場以外においても、株主との間で建設的な対話に

努めます。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2023年４月１日から ）2024年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2023年４月１日　期首残高 1,116,282 677,950 △1,268,922 △92 525,218

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

減 資 △1,066,282 1,066,282 －

欠 損 補 填 △1,367,392 1,367,392 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

△295,347 △295,347

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 △1,066,282 △301,110 1,072,045 － △295,347

2024年３月31日　期末残高 50,000 376,840 △196,876 △92 229,871

その他の包括利益累計額

新株予約権
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産 合 計為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利 益 累 計 額
合 計

2023年４月１日　期首残高 △1,116 △1,116 1,007 101,898 627,006

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

減 資 －

欠 損 補 填 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

△295,347

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

7,368 7,368 － 13,945 21,314

連結会計年度中の変動額合計 7,368 7,368 － 13,945 △274,032

2024年３月31日　期末残高 6,252 6,252 1,007 115,843 352,973

連結株主資本等変動計算書

－ 5 －
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連結注記表

連結注記表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 11社

・連結子会社の名称 株式会社スープ

株式会社東京テレビランド

株式会社マフィンホールディングス

Mafin inc.

Smartcon inc.

株式会社マフィン

株式会社ＪＥインベストメント

Matched inc.

株式会社ＪＥマーケティング

ＪＥ・ＢＳＰ第１号投資事業有限責任組合

ＪＥインベストメント２号匿名組合

　2023年４月26日付でMafin inc.の子会社としてMatched 

inc.を設立し、連結の範囲に含めております。

　2023年７月25日付で株式会社ＪＥインベストメントを営

業者とする匿名組合契約を締結し、ＪＥインベストメント

２号匿名組合を組成し、連結範囲に含めております。

2023年12月１日付で株式会社スープの子会社として株式会

社ＪＥマーケティングを設立し、連結の範囲に含めており

ます。

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

　持分法非適用関連会社であった株式会社メロスコスメティックスは当社グループとの取引

の重要性が減少したため関連会社に該当しなくなりました。

(3) 連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社のうちMafin inc.、Smartcon inc.、株式会社マフィン、Matched inc.及びＪ

Ｅ・ＢＳＰ第１号投資事業有限責任組合の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作

成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ その他有価証券（市場価格のない株式等）

主として移動平均法による原価法を採用しております。

ロ 棚卸資産

　移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。

－ 6 －
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② 重要な減価償却資産の減価償却方法

イ 有形固定資産

当社及び国内子会社は定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。海外子会社は

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　５～15年

工具、器具及び備品　３～５年

ロ 無形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

ハ リース

　在外連結子会社は、国際財務報告基準第16号「リース」（以下「IFRS第16号」とい

う。）を適用しております。IFRS第16号により、リースの借手については、原則とし

て全てのリース取引を使用権資産として計上しており、減価償却方法は定額法によっ

ております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率又は合理的に算定した貸倒見積高により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金 従業員の賞与支払いに充てるため、当連結会計年度に負担すべ

き支給見込額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

在外連結子会社については以下の方法によっております。

イ 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、予測単位積増方式等によっております。

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生時に費用処理しております。

ハ 小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に簡便法を適用

しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。
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連結注記表

当連結会計年度

繰延税金資産 34,597

イ 理美容事業

理美容事業は、各商品の販売を主な事業とし、これらの商品の販売については商品の

出荷後顧客が当該商品に対する支配を獲得した時点で、履行義務が充足されると判断

していることから、商品の引渡時点で収益を認識しております。また、収益は顧客と

の契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定

しております。

ロ コンサルティング事業

コンサルティング事業は、役務の提供を主な事業とし、これらの役務の提供について

は一定の期間にわたり役務の提供が行われることから、一定の期間にわたり収益を認

識しております。

ハ 通信販売事業

通信販売事業は、主にテレビ通販番組の提供を行っております。当該番組の提供につ

いては顧客に番組を提供した時点で収益を認識しております。番組の提供のうち当社

及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が制作す

る番組と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益とし

て認識しております。また、収益は顧客との契約において約束された対価から値引き

等を控除した金額で測定しております。

ニ デジタルマーケティング事業

デジタルマーケティング事業は、主にリワード広告及びデジタルギフトの提供を行っ

ております。リワード広告については広告の掲載が終了した時点で、デジタルギフト

については、デジタルギフトが使用された時点又はデジタルギフトの期限が満了した

時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。デジタルギフト等

の提供のうち、連結子会社は基本的に代理店の立場であることから、デジタルギフト

等と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認

識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産

（1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）

（2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、将来の事業計画を前提として繰延税金資産の評価を行っております。

　当該事業計画は、2024年３月31日において翌期の判断に重要な影響を与える事象が発生

しないことを前提に繰延税金資産を評価しております。なお、予測できない感染症の流行

又は市場環境の変化等が生じた場合には、見積もりの評価に影響が生じる可能性がありま

す。
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連結注記表

（1)担保に供している資産及び担保に係る負債

①担保に供している資産

定期預金 101,660千円

②担保に係る負債

未払金 323,227千円

（2)有形固定資産の減価償却累計額 48,905千円

当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式

普通株式 11,567,990 － － 11,567,990

合計 11,567,990 － － 11,567,990

自己株式

普通株式 317 － － 317

合計 317 － － 317

３. 表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「使用権

資産」は重要性が増したため当連結会計年度より区分掲記することといたしました。

なお、前連結会計年度の「使用権資産」は21,370千円であります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

（注）減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示しております。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数並びに自己株式の数に関する事項

６. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な流動性の高い預金等に限定し、必要な資金

は金融機関等からの借入により資金を調達しております。売掛金に係る顧客の信用リスク

は、与信管理規程に沿って、リスク低減を図っております。

　また、支払手形及び買掛金、未払金及び未払費用についてはそのほとんどが２ヶ月以内の

支払期日です。

　長期借入金は、主に運転資金と設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、流動性

リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、手許流動性を一定レベルに維持する

ことにより、流動性リスクを管理しております。
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連結注記表

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

差入保証金（１年以内回収予定の
ものを含む）

254,011 174,473 △79,538

資産計 254,011 174,473 △79,538

長期借入金（１年内返済予定の長
期借入金を含む）

312,631 323,367 10,735

リース債務（１年内返済予定のリ
ース債務を含む）

255,911 270,381 14,469

負債計 568,543 593,748 25,205

１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

長 期 借 入 金

（１年内返済

予定の長期借

入金を含む）

312,631 － － － － －

リース債務 － 12,171 17,374 18,780 24,424 183,160

合計 312,631 12,171 17,374 18,780 24,424 183,160

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりです。

(単位：千円）

（注）1.「現金」については現金であること、及び「預金」「売掛金」「支払手形及び買掛

金」「未払金」「未払費用」並びに「未払法人税等」については、短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

2.リース債務は、流動負債の「その他」に含めて表示しているリース債務と固定負債の

長期リース債務の合計額であります。

3.長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 174,473 － 174,473

資産計 － 174,473 － 174,473

長期借入金 － 323,367 － 323,367

リース債務 － 270,381 － 270,381

負債計 － 593,748 － 593,748

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の

時価当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度
末残高

4,378 － 4,378 4,379

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

　該当事項はありません。

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

差入保証金

　差入保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと国債

の利回り等適切な指標を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分

類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務（１年内返済予定のリース債務を含む）

　リース債務の時価は、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価の時価に分類しております。

７. 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

一部の連結子会社では、埼玉県において遊休不動産を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円）

（注）当連結会計年度末の時価については、｢路線価｣に基づいて算定した金額です。
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連結注記表

報告セグメント

その他

（注）
合計

理美容事業
コンサルテ

ィング事業

通信販売

事業

デジタルマ

ーケティン

グ事業

計

一時点で移転され

る財
90,749 － 407,506 1,082,150 1,580,406 1,042 1,581,449

一定の期間にわた

り移転される財
－ 2,400 3,940 － 6,340 － 6,340

顧客との契約から

生じる収益
90,749 2,400 411,446 1,082,150 1,586,747 1,042 1,587,789

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上

高
90,749 2,400 411,446 1,082,150 1,586,747 1,042 1,587,789

当連結会計年度（期首） 当連結会計年度（期末）

前受金 14,307千円 1,170千円

(1) １株当たり純資産額 20円41銭

(2) １株当たり当期純損失 △25円53銭

８. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、出版関連事

業、投資事業及び代理店手数料収入等を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重

要な事項に関する注記　（4）会計方針に関する事項　⑤収益及び費用の計上基準」に記載

のとおりです。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 顧客との契約から生じた負債の残高は以下のとおりであります。

　契約負債は、主として、顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は、

収益の認識に伴い取り崩されます。

② 残存履行義務に配分した取引価格

　前受金は、当初に予想される契約期間が１年間を超える重要な取引がないため、実務

上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。なお、顧客

との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９. １株当たり情報に関する注記
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連結注記表

10. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（ 2023年４月１日から ）2024年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資 本

準 備 金
そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利
益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰 余 金

2 0 2 3 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高

1,116,282 677,950 － 677,950 △1,367,392 △1,367,392 △101 426,738

事 業 年 度 中 の 変 動 額

減 資 △1,066,282 △301,110 1,367,392 1,066,282 －

欠 損 補 填 △1,367,392 △1,367,392 1,367,392 1,367,392 －

当 期 純 損 失 （ △ ） △137,709 △137,709 △137,709

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 △1,066,282 △301,110 － △301,110 1,229,682 1,229,682 － △137,709

2 0 2 4 年 ３ 月 3 1 日
期 末 残 高

50,000 376,840 － 376,840 △137,709 △137,709 △101 289,028

純資産合計

2 0 2 3 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高

426,738

事 業 年 度 中 の 変 動 額

減 資 －

欠 損 補 填 －

当 期 純 損 失 （ △ ） △137,709

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 △137,709

2 0 2 4 年 ３ 月 3 1 日
期 末 残 高

289,028

株主資本等変動計算書
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個別注記表

当事業年度

関係会社株式 288,238

関係会社社債 72,000

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

①子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

②関係会社社債 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 定率法によっております。ただし、2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

工具、器具及び備品　　４～５年

②無形固定資産 定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金 売上債権等の貸倒れに備えるため、一般債権について

は貸倒実績率又は合理的に算定した貸倒見積高によ

り、貸倒懸念債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与支払いに充てるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　コンサルティング事業

コンサルティング事業は、役務の提供を主な事業とし、これらの役務の提供について

は一定の期間にわたり役務の提供が行われることから、一定の期間にわたり収益を認

識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

関係会社株式及び関係会社社債

（1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 453千円

被保証者 保証債務残高（千円） 被保証債務の内容

株式会社マフィン 28,984 前受金返還の保証債務

計 28,984

短期金銭債務 75,000千円

売上高 86,400千円

当事業年度期首の株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末の株式数
（株）

普通株式 317 － － 317

合計 317 － － 317

税務上の繰越欠損金 21,514千円

投資有価証券評価損否認 427,690千円

その他 17,741千円

繰延税金資産小計 466,947千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △21,514千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △445,432千円

評価性引当額小計 △466,947千円

繰延税金資産合計 －千円

（2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、将来の事業計画を前提として関係会社株式及び関係会社社債の評価を行ってお

ります。

　当該事業計画は、2024年３月31日において翌期の判断に重要な影響を与える事象が発生

しないことを前提に関係会社株式及び関係会社社債を評価しております。なお、予測でき

ない感染症の流行又は市場環境の変化等が生じた場合には、見積もりの評価に影響が生じ

る可能性があります。

３. 貸借対照表に関する注記

(2) 保証債務

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりです。

４. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

６. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

－ 16 －
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個別注記表

種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金
(千円)

事業内容又
は 職 業

議 決 権 等
所 有 割 合
( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 内 容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社 ㈱ ス ー プ 10,000

理美容商
材 販 売

コンサル
ティング
事 業 等

所有
直接 100.0

役務の提供

役員の兼任

コンサルテ
ィ ン グ 料

14,000 － －

子会社
㈱東京テレビ
ラ ン ド

50,000
通信販売
事 業

所有
直接 100.0

役務の提供

役員の兼任

資金の借入

コンサルテ
ィ ン グ 料 36,000 － －

－ －
関係会社短
期 借 入 金

75,000

利息の支払 752 － －

子会社
㈱マフィンホ
ールディング

ス
47,500 持株会社

所有
直接 100.0

役員の兼任

－ －
関 係 会 社
社 債

72,000

有価証券利
息 収 入 3,303 未収利息 542

子会社 ㈱ マ フ ィ ン 2,500
デジタル
ギフト事

業

所有
間接 100.0

役務の提供

役員の兼任

コンサルテ
ィ ン グ 料 36,000 － －

債 務 保 証 28,984 － －

(1) １株当たり純資産額 24円99銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △11円91銭

７. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

(2) 子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

①㈱スープ、㈱東京テレビランド及び㈱マフィンへの役務の提供については、コンサルテ

ィング契約に基づき、業務内容を勘案して決定しております。

②㈱東京テレビランドからの借入利率については、市場金利を勘案し、双方協議の上決定

しております。

③㈱マフィンの債務保証については同社の買掛債務に対して行っております。なお、保証

料は受領しておりません。

(3) 同一の親会社をもつ会社等及びその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。

(4) 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

８. 収益認識に関する注記

　収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計方針に係る事項に関する注記　

（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

９. １株当たり情報に関する注記

－ 17 －
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個別注記表

10. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 18 －


